
５７．消費者物価及び消費水準の推移

　昭和 60年 86.1 85.7 93.7 94.7 90.7

 61 86.7 86.5 94.5 95.6 －

 62 86.7 86.8 96.5 96.6 －

 63 87.3 87.7 99.5 99.7 －

 平成  元 89.3 90.1 100.5 100.9 －

 2 92.1 92.8 101.7 102.7 98.9

 3 95.1 95.9 103.5 103.5 －

 4 96.7 97.7 104.1 103.9 102.1

 5 98.0 98.9 104.2 104.1 99.9

 6 98.6 99.6 103.5 103.1 98.8

 7 98.5 99.3 102.9 102.8 100.5

 8 98.6 99.3 103.5 103.6 102.2

 9 100.4 100.6 103.5 103.9 104.3

 10 101.0 101.4 101.6 102.4 99.6

 11 100.7 101.0 100.6 100.3 98.2

 12 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

 13 99.3 98.9 98.8 99.4 99.3

 14 98.4 97.9 99.4 99.2 100.9

 15 98.1 97.5 98.4 97.9 100.3

 16 98.1 97.4 98.8 99.2 102.0

 17 100.0 100.0 100.0 100.0 －

 18 100.3 100.1 98.2 97.4 －

　　　東京都総務局「東京の物価」

※3  実質賃金指数・・・ 常雇規模30人以上、 実質賃金指数＝
　 名目賃金指数（現金給与総額）

　　東京都区部消費者物価指数
×100

※2 消費水準指数・・・月々の1世帯当たりの消費支出額を4人世帯及び30.4日の額に調整した後、これを

　　　作成、公表となる予定。

（平成１７年＝100）

　　　平成12年平均を基準として指数化し、さらに消費者物価指数で除して実質化した指数。

※4 日本標準産業分類が平成14年3月に改訂されたことに伴い、平成16年までは平成12年平均が基準、

　　　それ以降は平成17年平均が基準となる。なお、平成17年以降の実質賃金指数は、平成19年4月末

年　次

※1　数値は年平均

消費者物価指数
(平成12年＝100）

消費水準指数全国
（平成12年＝100）

実質賃金
指　　　数

総   産   業
（平成12年＝100）

勤   労   者
世　　　　帯

全   世   帯
東   京   都
区　　　　部

全        国
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５８．全国消費者物価１０大費目指数の推移

年　次 家具・家事被 服 及 び

（平均） 上昇率（％）

12 102.2 101.6 100.3 100.2 117.5 106.0 97.6 101.3 96.1 109.4 98.2

13 101.5 △     0.7 101.0 100.5 100.8 112.2 103.7 98.2 100.4 97.1 106.1 98.0

14 100.6 △     0.9 100.2 100.4 99.6 109.2 101.4 97.1 99.8 98.1 103.8 98.2

15 100.3 △　 　0.3 100.0 100.3 99.1 105.9 99.5 100.4 99.9 98.7 102.3 99.1

16 100.3 0.0 100.9 100.1 99.2 102.4 99.3 100.4 99.7 99.3 100.9 99.7

17 100.0 △　 　0.3 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

18 100.3 0.3 100.5 100.0 103.6 97.9 100.8 99.4 100.3 100.7 98.5 100.9

東京都総務局「東京の物価」

指       数

総               合

（平成17年平均 ：１００）

光      熱 交      通
食       料 住       居 諸  雑  費

水      道 用      品

教      養

娯      楽
教      育

履      物

保      健

医      療 通      信
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５９．産業別名目賃金指数（現金給与総額）の推移  （事業所規模３０人以上）

年　次
（平均）

昭和55 63.2 58.9 55.5 54.2 56.4 60.4 59.3 60.9 56.5 68.5 74.6

60 77.7 73.2 66.9 68.1 70.5 79.5 69.1 74.8 76.1 90.3 88.2

平成2 91.8 88.7 74.8 67.0 85.5 104.3 87.8 86.8 91.0 103.4 97.0

7 99.8 94.7 88.7 108.4 92.2 106.6 87.4 94.4 90.0 96.4 111.5

12 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

13 98.2 100.6 110.2 98.5 100.1 100.7 95.0 105.7 98.1 91.1 93.1

14 98.8 99.9 103.5 99.9 99.5 101.8 100.6 98.0 105.3 95.9 96.8

15 97.8 96.6 101.0 91.8 101.5 113.2 89.1 94.5 102.7 102.3 101.5

16 99.3 96.8 107.3 93.7 101.9 122.1 84.6 93.5 102.3 105.6 108.0

※１６年１月の調査対象事業所の抽出替えにより、新・旧両標本の結果にギャップが生じた。
そのため、時系列の比較が行なえるよう、平成１４年１月に遡って改訂した。

年　次 医　療 教　育 複合サー
（平均） 福　祉 学習支援業 ビス事業

17 0.9 -0.6 0.7 -3.0 1.7 0.0 2.1 3.4 2.7 -1.9 2.2 2.9 -1.8 0.9 -0.1
18 0.8 2.1 -2.5 1.1 -0.4 -0.7 3.0 3.8 0.8 4.9 -8.0 1.0 1.2 0.4 -1.3

　東京都総務局「毎月勤労統計地方調査」

サービス業
(他に分類さ
れないもの)通信業 小売業 保険業 宿泊業不動産業

飲食店

※産業別現金給与額の対前年比（事業所規模３０人以上）

総産業 鉱　業 建設業 製造業
電気 ・ガス熱
供給・    水道

業

情　報
運輸業

卸　売 金　融

は四捨五入していますので、個々の数値の合計は合計欄の数値と一致しないことがあります。

※毎月勤労統計調査は、平成１７年１月分の集計結果から、平成１４年３月に改訂された日本標準産業分類（以下「新産業分類」という。）に基づく分類形式で集計
結果を公表しています。このため、改定前の旧産業分類で作成された平成１２年を基準としての指数算定ができなくなりましたので、東京都では対前年比の表示を
指数によるものではなく実数値で行っています。なお、指数表については、平成１９年から平成１７年を基準年としたもので公表する予定です。また、統計表の数値

鉱      業 サービス業総  産  業
総産業（サー
ビス業を除く）

製  造  業建  設  業

（平成12年平均 ＝１００）

卸売・小売
業 ・飲食店

電気 ・ガス熱
供給・水道業

運       輸
通  信  業

金       融
保  険  業

不 動 産 業

5
4



６０．産業及び男女別常用労働者の１人平均月間現金給与額  （事業所規模３０人以上） 　　　　　　　平成１8年１2月分

(単位：円）
産業別 総      数 男 女 総      数 男 女 総      数 男 女

調  査  産  業  計 944,305 1,150,304 566,319 374,671 445,535 244,643 569,634 704,769 321,676

鉱               業 1,883,572 2,092,528 928,073 463,673 505,939 270,400 1,419,899 1,586,589 657,673

建      設      業 897,431 946,066 521,699 422,640 445,189 248,435 474,791 500,877 273,264

製     造      業 1,094,321 1,232,855 628,120 404,915 446,389 265,345 689,406 786,466 362,775

電　気　・　ガ　ス
熱供給・水道 業

1,648,906 1,752,090 980,690 523,320 552,070 337,134 1,125,586 1,200,020 643,556

情　報　通　信　業 1,104,605 1,200,020 766,360 430,368 463,413 313,222 674,237 736,607 453,138

運　　　輸　　　業 750,302 870,289 366,987 361,663 411,671 201,906 388,639 458,618 165,081

卸 売  ・ 小 売 業 959,162 1,270,768 488,361 368,183 463,474 224,209 590,979 807,294 264,152

金 融  ・ 保 険 業 1,223,277 1,601,763 692,946 468,490 594,968 291,271 754,787 1,006,795 401,675

不   動   産   業 1,040,813 1,247,893 568,905 370,650 435,797 222,190 670,163 812,096 346,715

飲食店 、 宿泊業 272,415 390,405 156,617 180,887 241,009 121,882 91,528 149,396 34,735

医　療　、　福　祉 896,991 1,223,269 750,781 317,513 428,276 267,879 579,478 794,993 482,902

教育、学習支援業 1,054,431 1,273,340 808,927 340,854 396,421 278,536 713,577 876,919 530,391

複合サービス事業 545,971 672,381 196,385 287,996 350,435 115,321 257,975 321,946 81,064

サービス業（他に分
類されないもの）

814,105 1,021,867 476,748 352,589 424,000 236,634 461,516 597,867 240,114

東京都総務局「毎月勤労統計地方調査月報」

現     金     給      与      総      額 き  ま  っ  て  支  給  す  る  給  与  額 特  別  に  支  払  わ  れ  た  給  与  額

5
5



６１．羽村市の一世帯当たり１か月の収入と支出 （全世帯）

22 （％） 20.4

385 （千円） 19,493

49 通 貨 性 貯 預 金 （千円） 2,664

（人） 2.95 定 期 性 貯 預 金 （千円） 11,939

（人） 1.22 生 命 保 険 な ど （千円） 4,109

（歳） 52.8 有 価 証 券 （千円） 780

（％） 76.9 （千円） 3,729

う ち 住 宅 ・ 土 地 の た め （千円） 2,552

（％） 26.9

（千円） 6,992 う ち 住 宅 ・ 土 地 の た め （％） 19.3

支出項目 金額（円） 支出項目 金額（円）

食料 74,129 教育 26,639

7,662 教養娯楽 37,135

7,770 教養娯楽用耐久財 12,159

6,716 教養娯楽サービス 14,496

10,674 その他の消費支出 107,995

3,987 諸雑費 56,995

8,336 交際費 27,811

12,227 仕送り金

住居 14,623 （再掲）移転支出 17,165

家賃・地代 7,509 （再掲）教育関係費 29,248

光熱・水道 18,063 （再掲）教育娯楽関係費 38,396

電気代 8,163 243,788

ガス代 4,573 82,828

家具・家事用品 7,801

家庭用耐久財 1,274

被服及び履物 13,030 商品 149,677

洋服 6,326 サービス 169,162

保健医療 15,930

交通・通信 47,278

交通 7,928

自動車等関係費 23,853

通信 15,498

318,839

（再掲）経常消費支出

非消費支出

（特掲）財サービス区分・消費支出
（商品＋サービス）

平成16年全国消費実態調査

負 債 現 在 高

世 帯 人 員

有 業 人 員

家 賃 ・ 地 代 を 支 払 っ て い る
世 帯 の 割 合

世 帯 主 の 年 齢

持 ち 家 率

年 間 収 入

（％） 22.4

集 計 世 帯 数

世 帯 数 分 布 （ 抽 出 率 調 整 ）

（ １ 万 分 比 ）

エ ン ゲ ル 係 数

貯 蓄 現 在 高

負 債 保 有 率

外食

【消費支出】　　合計　362,624円

穀料

魚介類

肉類

野菜・海藻

果物

調理食品
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６２.都民の従業上の地位・就業日数・時間別有業者数

 （単位　　千人、％）　　

総数
３５時間

未満
35～
42時間

43～
45時間

46～
48時間

49～
59時間

60時間
　以上

総 数
３５時間

未満
35～
42時間

43～
45時間

46～
48時間

49～
59時間

60時間
以上

総数 6,635 1,244 2,583 305 1,014 460 358 337 99 2,756 143 479 351 513 686 573

4年 男 4,047 511 1,601 82 579 306 272 273 84 1,911 45 265 230 369 534 460

有 女 2,588 732 982 223 435 155 87 63 16 845 98 214 121 143 152 113

　 総数 6,677 1,326 3,004 348 1,307 474 355 384 128 2,297 129 464 300 356 508 533

業 ９年 男 4,011 537 1,850 89 762 319 261 307 109 1,598 47 263 203 256 392 432

女 2,667 789 1,154 258 546 155 94 78 19 699 81 201 97 100 116 100

者 総数 6,654 1,466 2,577 354 972 391 314 416 165 2,508 144 454 274 311 607 710

14年 男 3,949 591 1,529 93 502 249 221 326 132 1,781 51 265 176 222 472 590

(千人) 女 2,705 875 1,049 262 425 142 93 90 33 727 93 189 97 90 136 119

総数 　△0.3 10.6 △14.2 1.7 △25.6 △17.5 △11.5 8.3 28.9 9.2 11.6 　△2.2 　△8.7 △12.6 19.5 33.2

男 　△1.5 10.1 △17.4 4.5 △34.1 △21.9 △15.3 6.2 21.1 11.5 8.5 0.8 △13.3 △13.3 20.4 36.6

女 1.4 10.9 　△9.1 1.6 △22.2 　△8.4 　△1.1 15.4 73.7 4.0 14.8 　△6.0 0.0 △10.0 17.2 19.0

　　　　　　東京都総務局「就業構造基本調査報告」

９年から
１４年の
増加率

２   ５   ０   日   以   上   就   業   者２   ０   ０   日  ～　２　４　９　日   就   業   者
総数区            分

 200日
未   満
就業者
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